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Ⅰ 調査の概要 

 

 

 

１． 調査の目的 

全国健康保険協会管掌健康保険（法第 3条第 2項被保険者を除く。）の傷病手当金の受給

者の状況を調査し、事業運営のために必要な基礎資料を得ることを目的としている。 

 

 

２． 調査の対象 

令和５年 10月の傷病手当金受給者全員を調査対象としている。 

 

 

３． 調査事項 

受給者の性、年齢、標準報酬月額、傷病名、支給日数、支給金額、支給回数、支給期間及

び事業所の状況。 
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Ⅱ 調査結果の概要 

 

調査対象件数は 169,957件である。協会けんぽ月報の傷病手当金実績件数との差があるが、これは

集計時点の違いによるものである。 

 なお、この調査の疾病分類は社会保険表章用疾病分類表による。また、疾病分類のうち、「特殊目

的用コード」には新型コロナウイルス感染症が含まれる。 

 

 

１． 性別、年齢階級別の状況 

性別に支給件数の構成割合をみると、男性が 50.25％、女性が 49.75％であり、被保険者の男

女の構成割合（令和５年 10月時点）と比べると、支給件数の構成割合は性別による差が小さい。

（表 1） 

 

 

 年齢階級別にみると、50～54 歳が 12.14％で最も高く、次いで 55～59 歳（11.34％）が高い。男

女別では、男性は女性に比べて 50歳以上の階級で高くなっている。 

 １件当たり日数の平均は 30.43日であり、男女別にみると、男性が 31.13日、女性が 29.73日とな

っており、男性の方が長くなっている。年齢階級別にみると、男性、女性ともに、おおむね年齢が高

くなるに従い期間が長くなる傾向がみられ、男性では 70歳以上で、女性では 65歳以上で 35日以上

となっている。（表 2）    

 



3 

 傷病手当金の支給件数の年齢階級別構成割合を被保険者の年齢階級別構成割合（令和５年 10 月）

と比較したものが図 1である。傷病手当金の支給件数の構成割合は被保険者の構成割合に比べ、被保

険者数の構成割合が小さい 15 歳以上 19 歳未満の階級を除いてみると、35 歳以上 55 歳未満の階級

で低くなっている。その結果、被保険者千人当たり件数は、35歳以上 55歳未満の年齢層で平均（6.80

件）以下の数値となっている。 

 

 

２． 傷病別の支給状況 

傷病手当金の受給の原因となった傷病別に件数の構成割合をみると、精神及び行動の障害が

35.20％で最も高く、次いで新生物（13.57％）、特殊目的用コード（11.00％）、筋骨格系及び結合

組織の疾患（8.18％）、循環器系の疾患（6.90％）となっている。男女別にみると、男女ともに精

神及び行動の障害が高く、男性では 32.93％、女性では 37.49％となっている。（表 3） 

 年度別に傷病手当金の受給の原因となった傷病別の件数の構成割合をみると、新型コロナウイ

ルス感染症を含む特殊目的用コードについて、令和４年は 48.62%だったが、令和 5年は 11.00%

と大きく減少した。一方、精神及び行動の障害は、特殊目的用コードの影響を大きく受けた令和

４年を除いてみると、その構成割合は増加しており、令和５年は 35.20％となった。（表 4） 

 傷病手当金の傷病別における件数の構成割合を令和５年 10 月分の診療報酬明細書（以下「レ

セプト」と言う。）の傷病別における件数の構成割合（入院）と比較したものが図 2 である。精

神及び行動の障害、特殊目的用コード、筋骨格系・結合組織の疾患は傷病手当金の件数割合が高

く、それ以外はレセプトの件数割合が高くなっている。 

 傷病手当金の傷病別における件数の構成割合を年齢階級別にみると、精神及び行動の障害が

60歳未満の各階級で最も割合が高く、20歳以上 35歳未満では 50％を超える。一方、新生物の
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割合は 45 歳未満の各階級で 10％未満であるが、年齢が高くなるに従い増加し、70 歳以上では

最も割合が高くなり 33.39％となっている。（図 3） 

 1件当たり日数を傷病別にみると、循環器系の疾患が 36.75日、新生物が 36.45日、神経系の

疾患が 35.21 日と長く、一方、特殊目的用コードが 6.49 日、感染症及び寄生虫症が 14.45 日、

呼吸器系の疾患が 16.95日と短くなっている。（分析表第 2表の 2） 

 1件当たり支給金額を傷病別にみると、最も高いのは循環器系の疾患（216,731円）であり、

最も低いのは特殊目的用コード（34,599円）となっている。（分析表第 2表の 3） 
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３． 事業所の業態、規模別の支給状況 

事業所の業態別に傷病手当金の件数の割合をみると、社会保険・社会福祉・介護事業（13.40％）、

医療業・保健衛生（10.76％）、職業紹介・労働者派遣業（6.74％）が高くなっている。男女別に

みると、男性では道路貨物運送業（8.93％）、その他の運輸業（7.11％）、総合工事業（7.02％）

が高く、女性では社会保険・社会福祉・介護事業（20.56％）、医療業・保健衛生（17.78％）、職

業紹介・労働者派遣業（8.91％）が高くなっている。傷病手当金の件数の割合を被保険者の業態

別の構成割合と比較すると、社会保険・社会福祉・介護事業、医療業・保健衛生、その他の運輸

業は傷病手当金の割合が高く、卸売業、飲食料品以外の小売業、不動産業は低くなっている。（分

析表第 3表） 

 業態の大分類別に被保険者千人当たり件数をみたものが図 4 である。公務、運輸業・郵便業、

医療・福祉が高く、不動産業・物品賃貸業、電気・ガス・熱供給・水道業、複合サービス業が低

くなっている。 

 事業所の規模別に傷病手当金の件数の割合をみると、500人以上の規模が 19.30％と最も高く、

次いで 100～299 人（19.00％）、50～99 人（13.44％）となっている。これを男女別にみると、

男性が規模 100～299人（17.62％）、女性が規模 500人以上（23.86％）で最も高い。（表 5） 

 1 件当たり日数は、規模が 2 人以下の事業所では 38.41 日と最も長く、30～49 人の事業所で

は 29.60日と最も短くなっている。（分析表第 4表） 

 
注：本調査では令和５年 10月中に支払となった傷病手当金（多くは令和５年 10月以前の療養期間について申請されたもの）を調

査対象とし、被保険者千人当たり件数は令和５年 10月末時点の被保険者数に対する傷病手当金の件数である。公務が高くなって
いるのは、令和４年 10月に公務の非常勤職員等が協会から共済組合に移動したことで、支給件数や支給金額には令和４年９月以
前から 1年半の支給期間の上限で継続して傷病手当金の支給を受けている資格喪失者が含まれている一方、被保険者数は令和５

年 10月時点の数値を用いていることが原因の一つに挙げられる。 
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４． 標準報酬等級別の支給状況 

傷病手当金の支給件数について標準報酬等級別の構成割合をみると、18 級（220 千円）が

10.23％で最も高くなっている。男女別にみると、男性は 20 級（260 千円）が 9.87％で最も高

く、女性は 18級（220千円）が 12.05％で最も高くなっている。（分析表第 6表） 

 被保険者の標準報酬等級別の分布と比較すると図 5のようになり、傷病手当金の受給者は 6級

（104千円）から 21級（280千円）までは被保険者の構成割合より高くなっているが、5級（98

千円）以下及び 22級（300千円）以上では低くなっている。 
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５． 支給日数別の支給状況 

支給日数別の件数の割合をみると、31日（20.39％）、30日（17.40％）の割合が高くなってい

る。1日当たりの金額をみると、支給日数が 30日で 6,057円と最も高くなっている。（表 6） 

  

 

６． 支給期間別の支給状況 

傷病手当金の支給期間（支給開始日から令和５年 10 月の申請の支給末日までの期間）別の支

給状況をみたものが表 7であり、平均支給期間は 158.20日（約５ヶ月）となっている。 

 支給期間別の件数の割合は 30日以下が 30.51％と最も高く、31～60日が 12.51％、61～90日

が 9.03％となっており、期間が長くなるに従い割合が低下する傾向がある。 

 支給期間を男女別にみると、平均支給期間は男性が 173.84 日、女性は 142.39 日となってお

り、男性のほうが長くなっている。 

 平均支給期間を傷病別にみると、精神及び行動の障害（218.55日）、神経系の疾患（198.68日）、

循環器系の疾患（195.10 日）が長く、一方、特殊目的用コード（18.21 日）、周産期に発生した

病態（45.71日）、感染症及び寄生虫症（49.74日）は短くなっている。男女別にみても、男性は

精神及び行動の障害（225.24日）、新生物（210.12日）、女性は精神及び行動の障害（212.61日）、

循環器系の疾患（187.96日）が同様に長くなっている。（分析表第 9表） 
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７． 資格喪失者及び現存者の支給状況 

 傷病手当金の支給件数のうち、資格喪失者に対するものは 34,641 件で全体の 20.38％、現存者に

対するものは 135,316 件で全体の 79.62％となっている。 

 傷病別に資格喪失者の支給状況をみると、件数の構成割合では精神及び行動の障害（63.57％）、新

生物（8.84％）、循環器系の疾患（7.38％）が高くなっている。(分析表第 10表) 

 傷病別に全体の件数に占める資格喪失者の件数の構成割合をみると、精神及び行動の障害

（36.81％）、神経系の疾患（28.15％）、循環器系の疾患（21.83％）が高く、周産期に発生した病態

（0.00％）、妊娠、分娩及び産じょく（0.37％）、特殊目的用コード（1.69％）は低くなっている。（分

析表第 11表） 
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８．都道府県別の支給状況 

 都道府県別の支給状況をみると、件数の割合では東京が全国の 17.14％を占めていて最も高く、次

いで大阪（8.20％）、愛知（6.43％）、福岡（5.20％）、神奈川（4.13％）の順となっている。 

 被保険者千人当たり件数を都道府県別に比較すると、沖縄（9.02件）、宮崎（7.84件）、福岡（7.74

件）が高く、富山（4.92件）、岩手（5.59件）、山形（5.74件）は低くなっている。 

 平均支給期間をみると、大阪（170.60 日）、京都（170.33 日）、神奈川（170.22 日）などが長く、

徳島（131.31日）、石川（139.50日）、熊本（144.21日）などが短くなっている。 

 全受給者に対する資格喪失者の割合は、東京（24.09％）、北海道（23.60％）、大阪（23.24％）、の

順で高くなっており、青森（14.41％）、島根（15.22％）、鳥取（15.36％）の順で低くなっている。

（分析表第 12表） 

 都道府県別に全受給者の傷病別における件数の構成割合をみると、全都道府県で精神及び行動の障

害での件数割合が最も高くなっており、東京（45.33％）、大阪（40.87％）、京都（38.06％）の順で高

くなっている。（表 8） 

 また、資格喪失者の傷病別における件数の割合をみると、全都道府県で精神及び行動の障害の割合

が最も高くなっており、東京、大阪、新潟など 43都道府県では、50％を超えている。（表 9） 
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